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令和３年度熊本県新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス 

事業所・施設等の感染防止対策支援事業費補助金交付要項 

 

（趣旨） 

第 1 条 熊本県（以下「県」という。）は、「令和３年度新型コロナウイルス感染症流行下

における介護サービス事業所等のサービス提供体制確保事業実施要綱」（令和３年４月

８日付老発０４０８第１号厚生労働省老健局長通知及び令和３年１０月２８日付老発１

０２８第１号厚生労働省老健局長通知。以下「国実施要綱」という。）に基づき、新型コ

ロナウイルス感染症への対応として介護サービス事業所・施設等が、感染防止対策を行

いつつ、必要な介護サービスを継続して提供できるよう、令和３年１０月１日から１２

月３１日までの感染症対策に要する費用（かかり増し経費）について、直接的な支援を

行うことを目的として、介護サービス事業所・施設等に対し、熊本県補助金等交付規則

（昭和５６年熊本県規則第３４号。以下「規則」という。）及びこの要項の定めるところ

により、予算の範囲内において補助金を交付する。 

 

（定義） 

第２条 この要項において、「介護サービス事業所・施設等」とは、次の各号に定める者を

いう。 

（１）「通所系サービス事業所」とは、通所介護事業所、地域密着型通所介護事業所（療

養通所介護事業所を含む）、認知症対応型通所介護事業所及び通所リハビリテーション

事業所とする。 

（２）「短期入所系サービス事業所」とは、短期入所生活介護事業所及び短期入所療養介

護事業所とする。 

（３）「訪問系サービス事業所」とは、訪問介護事業所、訪問入浴介護事業所、訪問看護事

業所、訪問リハビリテーション事業所、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所、夜

間対応型訪問介護事業所、居宅介護支援事業所及び居宅療養管理指導事業所とする。 

（４）「多機能型サービス事業所」とは、小規模多機能型居宅介護事業所及び看護小規模

多機能型居宅介護事業所とする。 

（５）「施設等」とは、介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設、介護老人保健

施設、介護医療院、介護療養型医療施設、認知症対応型共同生活介護事業所、特定施設

入居者生活介護事業所及び地域密着型特定施設入居者生活介護事業所とする。 

 

（交付の対象及び交付額） 

第３条 補助金の交付対象は別表のとおりとし、対象となる経費は、介護サービス事業所

等が「国実施要綱」３（３）イに定める次の事業（以下「事業」という。）を行う場合に

要する経費のうち、事業所・施設ごとに、別表に定める基準単価と対象経費の実支出額

（所要額）とを比較して少ない方の額（1,000 円未満の端数が生じた場合には、これを切

り捨てるものとする。）について交付するものとし、その額は、予算の範囲内において知

事が認める額とする。 
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ただし、介護報酬及び他の国庫補助金等で措置されている（交付を受けている）ものは

本事業の対象としない。 

・ 介護サービス事業所・施設における感染防止対策支援事業（「国実施要綱」３（３）） 

 

（交付申請） 

第４条 規則第３条第１項の申請書は、第１号様式によるものとし、知事が別に定める日

までに、知事に提出しなければならない。 

２ 規則第３条第２項に規定する添付が必要な書類は次のとおりとする。 

（１）事業所・施設別申請（請求）額一覧（第１号様式 様式２） 

（２）事業所・施設別個票(第１号様式 様式３） 

 

 （申請方法） 

第５条 交付申請は、次に掲げる方法で申請するものとする。 

（１）熊本県国民健康保険団体連合会（以下「国保連」という。）における「電子請求受付 

システム」を導入している事業所・施設等のうち、国保連に登録されている口座が債権 

譲渡されていない事業所・施設等の場合は、第１号様式により、国保連を経由し、知事 

に提出する。 

（２）国保連における「電子請求受付システム」未導入の事業所・施設等、国保連に登録 

されている口座が債権譲渡されている事業所・施設等の場合は、第１号様式により、知 

事に提出する。 

 

（消費税及び地方消費税仕入れ控除税額の減額申請等） 

第６条 介護サービス事業所・施設等を所管する法人等は、規則第３条第１項の規定に基

づき補助金の申請を行うに当たり、当該補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除額

（交付対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法及び地方消費

税法の規定により仕入れに係る消費税及び地方消費税として控除できる部分の金額に交

付率を乗じて得た額をいう。以下同じ。）を減額して交付申請しなければならない。ただ

し、申請時において当該消費税及び地方消費税仕入控除税額が明らかでないものについ

ては、この限りでない。 

２ 介護サービス事業所・施設等を所管する法人等は、規則第１３条の規定に基づき実績

報告を行うに当たり、補助金に係る消費税及び地方消費税額が明らかな場合には、当該

消費税及び地方消費税仕入控除税額を減額して報告しなければならない。 

 

（補助金の交付の条件） 

第７条 交付の決定には次の条件が付されるものとする。 

（１）事業の内容の変更をする場合（軽微な変更を除く。）は、知事の承認を受けなければ

ならない。 

（２）事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けなければならない。 
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（３）事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には、速

やかに知事に報告してその指示を受けなければならない。 

（４）事業の実施により取得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の機械、器

具及びその他の財産については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０ 

年大蔵省令第１５号）で定める耐用年数を経過するまで、知事の承認を受けないでこ

の補助金の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄

してはならない。 

（５）知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の

全部又は一部を県に納付させることがある。 

（６）事業の実施により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後におい

ても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らねばな

らない。 

 

（変更交付申請） 

第８条 事業の追加等により交付申請額に増額が生じる場合は、規則第７条第１項の規定

に基づき、令和３年度熊本県新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス事

業所・施設等の感染防止対策支援事業に係る変更（中止・廃止）承認申請書（第２号様

式）を知事に提出しなければならない。なお、交付申請額の範囲内で、事業目的に反し

ない経費の配分又は内容の変更を行う場合は、この限りでない。 

 

（申請の取下げ等） 

第９条 規則第８条の規定により申請の取下げ行う場合は、介護サービス事業所・施設等

の感染防止対策支援事業に係る交付申請（請求）取下書（第３号様式）により、交付決

定日までに行うものとする。 

 

（交付の決定及び確定等） 

第１０条 知事は、第４条に規定する申請書類の提出があったときは、内容審査を行い、

適当と認めたときは、補助金の交付決定及び額の確定を行い、その金額を支払うものと

する。 

２ 前項の規定による補助金の交付決定及び額の確定通知は、第４号様式により行うもの

とする。 

 

（実績報告） 

第１１条 規則第１３条に規定する実績報告は、第４条に定める申請書及び添付書類の提

出をもって行ったものとする。 

  ただし、申請を行った介護サービス事業所・施設等は、当該事業に係る収入及び支出

に関する証憑書類について、交付決定の属する年度の終了後５年間適切に整備保管する

ものとする。 
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（請求） 

第１２条 規則第１６条に規定する請求は、第４条に定める申請書及び添付書類の提出を

もって行ったものとする。 

 

（検査及び報告等） 

第１３条 知事は、補助金の適正な支出のため、必要に応じて申請者に対し検査、報告そ

の他必要な措置を求めることができる。申請者は、検査及び報告等の求めがあったとき

は、これに応じなければならない。  

 

（消費税及び地方消費税仕入れ控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１４条 介護サービス事業所等を所管する法人等は、事業完了後に消費税及び地方消費

税の仕入控除額が確定した場合には、速やかに消費税及び地方消費税に係る仕入控除税

額報告書（第５号様式）を知事に提出しなければならない。 

２ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税仕入控除税額の全

額又は一部の返還を命じることができる。 

 

（会計帳簿等の整備等） 

第１５条 補助金の交付を受けた介護サービス事業所・施設等を所管する法人等は、補助

金以外の経理と明確に区分し、その収支状況を記載した会計帳簿その他の書類を整備し、

事業の完了した日の属する会計年度の翌年度から起算して５年間保存しておかなければ

ならない。 

 

（その他） 

第１６条 その他必要な事項は、知事が別に定めるものとする。 

 

附 則 

この要項は、令和３年１２月２１日から施行し、令和３年１０月１日から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


